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既存産業廃棄物処分場の地中加熱による地盤改良・修復技術

に関する基礎的研究
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要   旨

近年の産業廃棄物処分量の増大に伴つて、埋立てが完了し満杯となる処分場が増加しているが、処分場

廃止後の有効利用に際しては、地盤強度の不足と廃棄物に含まれる有害重金属の溶出の問題が課題とされ

ている.本研究では,既存処分場に対して原位置にて、セメント添加や締固めを行 うことなく、地盤強度の

増加と有害物質の不溶化を行う工法について基礎的検討を試みた。本工法は、産業廃棄物の焼去口灰に含ま

れる酸化カルシウムと水の水和反応による自硬作用を地中加熱により促進させ、加熱固化による強度増加

と有害物質の不溶化を図るものである.室内での要素試験および大型土槽実験により本工法の有効性を定

性的に確認するとともに、施工法とコス トに関するイ,毛略の試算を行つて工法の実現性を確認した。
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1.は じめに

近年の産業廃棄物処分量の増大に伴い、埋立てが完了

し満杯となる処分場が増加 している。処分場が満杯とな

つた後の跡地利用、有効利用に際しては、地盤強度の不

足と廃棄物に含まれる有害重金属の溶出の問題が口果題と

して挙げられる')。 処分場埋立て材料の多くは、減ら化の

ために廃棄物を焼去口処理した焼却灰であるが、例えば焼

却炉より排出されたばかりの新生灰に対してはセメント

や薬液による固化処理、あるいは高温焼成によるスラグ

化等により地盤の強度増加や重金属の不溶化を図ること

が可能である。一方、既に埋立て処分された後の既存処

分場に対しては、大規模な地盤掘削や構外搬出、焼却灰

の不溶化・無害化、そして再度の構内搬入と埋戻し、と

いつた複雑なプロセスが必要となり、環境面、あるいは

仮置き場の用地確保やコス ト面で大きな負担となつてし

まう。本研究は、このような背景から、既存処分場の地

盤強度の増加と有害物質の不溶化を原位置にて、効率的、

経済的に実施するための工法について、基礎的な検討を

試みるものである。

なお、廃棄物焼去口灰は事業所からの廃棄物を焼却した

一般産業廃棄物焼去口灰 (以後、一般灰)、 下水汚泥の焼

却灰、あるいは火力発電所より排出される石炭の焼去口灰

(石炭灰)な ど多種多様であるが、本報告では試料の入手

の容易さから、火力発電所の石炭灰を主体とし、一部一

般灰も入手して実験に供した。

2地中加熱工法の概要と研究フロー

産業廃乗物の焼却灰には、カルシウム成分 (酸化カル

シウム CaO)が含まれている。一般灰の場合、焼却時の脱

塩素処理のために、水酸化カルシウム等を廃棄物に添加

して焼去Pするため、特に CaOの含有率が高い。石炭灰や

焼去口灰が適度な水分を保有する場合、このカルシウム成

分と水がポゾラン反応を生じ、経時的に強度が増加する

(自 硬作用)こ とが報告されている い0。 締固めた石炭灰

を対象としたP、元往の検討事例を参照し、強度発現に影響

を及ぼすと考えられるの因子を列挙した結果が表 1であ

る。

表-1強度発現に影響を及ぼす諸要因

とし

締固めた石炭灰の強度は、含水比が乾燥側、完全飽和

の間の適度な範囲内にあり、かつ密度が高いほど大とな

る。また、灰種ごとに異なる化学成分、例えばカルシウ

ム成分の含有率等の違いの影響を強く受ける。山田・佐

藤
うはさらに、養生温度が高く、養生期間が長いほど強度

発現が顕著となることを報告し、両者の積で現される積

算温度と強度の関係を議論している。これらの影響因子

とF、九存処分場の現場条件を併せ考えると、原位置に廃棄

された焼却灰に対して人為的に調整可能な囚子は、まず

密度 (締固めやフ
°
レロード)、 含水比 (地下水位低下等によ

る不飽和化や加水による含水比調整)の 2つ と考えられ

る。一般産業廃棄物処分場の強度増加を目的として地下

水位の低下を図つた事例は見られないが、前者の密度に

ついてはサンドコンハ
°
クションハ
°
イル (SCP)工法、フ

°
レロードエ法に

より石炭灰処分場の密度増加を図つた施工事例が報告さ

れている つ。これ以外にも、セメントを添加して固化する深

層混合処理工法等を用いれば、焼去口灰の改良強度を確実

に高めることが可能であろう。一方、SCP工法や深層混合

処理工法等の既存工法は、大型の施工機械を用いる必要

があり、施工規模によつては工期、工費が甚大なものと

なる場合がある。

本研究では、人為的な調整が可能なもうひとつの囚子、

「温度」を取り上げる。現地の焼却灰がカルシウム成分と

水分の両者を含有する (一般的には、飛散防止の加水の

ため、現地の焼去口灰は適度の不飽和状態にある)こ とに

着日し、これに原位置で熱を加えることによリポゾラン

反応を促進させ、熱固化に伴 う地盤強度の増加と重金属

の不溶化を期待するものである。本研究で提案する地中

加熱工法の概谷図を図 1に示す。原位置の既存処分場に

熱源となる棒状ヒーターを貫入設置し、通電する。非閉

鎖型の海面処分場では飽和状態にある焼却灰の不飽和化

(締め切りと水位低下)を図ることが望ましいが、これ以

外の場合、焼却灰は不飽和状態にあるため加熱工程のみ

を行えばよい。初期の熱源設置が終了すると、以降はほ

ぼ無人化施工、かつ無振動・無騒音の施工が可能となる。

使用する電力は、安価な夜問余剰電力を想定している。

処分場地盤

シートパイル      ウエルポイント   シートパイル
*)シー トパイル、ウェルポイン トは非閉鎖型海

面処分場の場合のみ必要

図-1 工法概念図

本工法の有効性を確認するために、以下に示すフロー

に従つて研究を実施した。

① 小型供試体を用いた室内試験
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密度、含水比、養生温度等を変えた小型供試体を

作製し、加熱履歴による一軸強度特性や有害物質

の溶出特性の変化を確認する。

② 大型土槽実験
実処分場を再現した模擬地盤を大型土槽内に作製

し、加熱工法をモデル化した模型実験により提案

工法の効果を定性的に確認する。

③ 施工法検討とコス ト試算
実機レベルでの施工法検討やコス ト試算を実施し、

工法の実現性を確認する。

3.小型供試体 を用 いた加熱効果の検証

31加 熱による焼却灰の強度増加促進効果
(1)実験方法および実験条件

産業廃棄物焼却灰として、火力発電所から排出される

石炭灰および一般灰を準備した (石炭灰については、カ

ルシウム含有量の異なる複数の試料を使用)。

実験では、上記の試料をゅ50■lm× h1001■ l11の鋼製モール

ド内に乾燥密度と含水比の組み合わせを種々に変えて締

固め、供試体とした。含水比が変化しないようにモール

ドをラップした後、恒温槽の中で所定の加熱履歴 (加熱

温度と養生期間)を加えた。この後脱型、水浸飽和させ

た後 (石炭灰海面埋め立て処分場における再飽和化を想

定)、 一軸圧縮試験を行つた (歪み速度0,1%/min)。

表 2に実験条件の一覧を示す。

表-2 実験条件一覧
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(2)加熱履歴を受けた石炭灰の一軸圧縮強度特性

海面投棄型の石炭灰処分場では、造成地盤は飽和かつ

極めて緩い状態で堆積している。これに相当する飽和緩

詰め供試体の一軸圧縮試験結果を図 2に示す。

60℃養生

度発現特性である。常温供試体では一軸圧縮強度は10kPa

(供試体自立の限界)程度でほとんど強度発現を示さない

が、60℃養生の場合、その 5倍程度の値を示している。

例えば、セメント添加により若子の粘着力を与えた砂が

液状化を生じない限界qu値は50～ 100kPaと されており
り、

飽禾日状態の原位置処分場をそのまま加熱しただけでも、

液状化対策としての目的を達成できる可能性がある。

今井らつは、石炭灰の自硬性が適度な含水状態のもとで

発揮され、完全飽和および乾燥側では強度発現が阻害さ

れることを報告している。そこで、不飽和状態 (含水比

w=30%、 飽和度Sr=52%)の供試体に対する結果を図 3に示

す。図中には図 2の飽和供試体の結果も併記した。

こメ

粗宅

W‐ 30男 (不飽和 )

W=58%(飽 和 )

生  w=58Ъ (飽和 )

0      10      20      30     40     50      60

養生期間 働,

図-3 不飽和供試体の強度発現

図より、石炭灰の強度増加が 1週間程度で収束するこ

と、養生温度60℃の条件下では、常温養生下よりも強度

発現が著しく、その比率が 4倍程度であること等、図 2

と同様の傾向を示すことがわかる。ただし、不飽和の場

合、常温養生で40kPa、 60℃養生で180kPaと 飽和の場合よ

りも強度の増加が大きい。特に60℃養生の場合は液状化

抵抗としては十分な強度に至つている。本結果は、原位

置において飽和状態にある処分場の地下水位を低下させ

た後、引き続き地中を加熱することによつて、改良効果

が著しく向上することを示唆している。

含水比が強度に与える影響を調べた実験結果を図-4

にまとめる。これは、含水比を0%(乾燥状態)～58%(飽

和状態)ま で変化させた供試体 (ρ d=10t/m3)を 常温お

よび60℃にて7日 間養生 した場合の一軸圧縮試験結果で

ある。
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図-2 飽和供試体の強度発現

図は、乾燥密度ρd=10t/m31本目対密度Dri39%)の飽和供

試体を常温 (15℃)お よび60℃の恒温下で養生した際の強

含水比 (%)
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ρ■10t/m3、 7日間養生

常温養生

60℃養生

図-4 含水比と一軸圧縮強度quの関係



図より乾燥側および完全飽和側では強度発現は小さく、

その中間の含水比で強度はほぼ一定になる。また、常温

養生と60℃養生を比較すると、いずれの含水比において

も後者の強度が前者のものよりも大きくなること、60℃

養生では、強度発現が確保される含水比の幅が若千広が

ることが指摘できる。

図 5は、乾燥密度を種々に変えた含水比30%の不飽不口供

試体の7日 後の一軸圧縮強度と養生温度の関係を示 した

ものである。不飽和供試体では、常温から60℃までは温

度上昇とともに単調に強度が増加 し、80℃付近で収束す

る傾向を示す。原位置にて60～80℃程度の温度上昇を与

えておけば加熱効果は十分に発揮されるものと考えられ

る。乾燥密度を高めるほど、温度上昇に伴 う強度の増加

率 (図中の右上がりの傾き)も大となる。例えば乾燥密

度 1.3t/m3と ぃった高密度十高温の組み合せ下では、

qu=500kPaを 超える強度値が得られており、液状化対策の

みならず直接基礎の支持地盤の造成といった用途も可能

となる。一方、飽和供試体の場合、養生温度を高めても、

これによる強度増加は微々たるものである。

15             40             60             80

養生温度 (℃ )

図-5 養生温度と一軸圧縮強度の関係

以上の結果は、高密度十不飽和+高温養生が組み合さ

った条件下において顕著な強度増加が生ずることを示し

ている。石炭灰は水中単位体積重量が通常の土砂に比較

して小さい。したがって、原位置において石炭灰地盤の

密度増加を図る一方策としては、地下水位低下によつて

地盤の不飽和化と同時に有効応力の増加を図つたり、プ

レロー ドによつて圧密を促進させる方法が効果的と考え

る。これに地中加熱を併用すれば、石炭灰の強度発現に

おける最適条件を原位置で再現する事ができる。

締固められた石炭灰の強度が、密度や含水比のみなら

ず、灰種や化学組成によつて大きく異なることが報告さ

れている
4)。
そこで、Cao含有率の違いが強度発現に及ぼ

す影響を検討するために、常温養生および60℃養生後の

一軸圧縮強度をCao含有率に対して整理した。その結果を

図 6に示す。常温養生、60℃養生供試体ともCao含有率が

大きいほど一軸圧縮強度が増加する傾向を示す。ここで

示す強度OkPaと は水浸後崩壊したことを現す。図 6中に

は、液状化抵抗の目安となる一軸圧縮強度50kPaを波線で

併記した。常温養生供試体では半数以上の灰種が50kPa

以下であるのに対し、Cao含有率が3%以上を目安として、

加熱供試体のほとんどが50kPaを クリアしていることが

わかる。一方、Cao含有率が3%未満の石炭灰に対
‐
し、乾燥

密度や養生温度、養生期間をさらに変化させた場合の実

験結果を図 7にまとめる。Cao含有率 1%近 くの低品質な

灰 (Cao=0.8%、 12%)の乾燥密度を種々に変え、80℃で

28日 間養生した結果である。プレロー ド+地下水位低下

により極力地盤密度を高め、より高い温度で長期養生し

てやれば、低品質の石炭灰であつても所定の強度を得る

ことが可能といえる。
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図-6 CaO含有率と一軸圧縮強度の関係
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図-7 乾燥密度と一軸圧縮強度の関係

(3)加熱履歴を受けた一般灰の強度特性
一般灰 (廃木材、廃紙、廃プラスチック等が混在する

一般産業廃棄物の焼去,灰)に対する加熱効果を調べた結

果を図 8に示す (乾燥密度に対する強度増加傾向として

プロット)。 加熱前の供試体はモール ドから脱型すると、

直ちに崩壊し、自立しなかつた (一軸圧縮強度quはほぼ

O kPa)。 これに対し、加熱温度60℃、養生日教28日 では

一軸圧縮強度はqu三 50～ 130kPaと 、前述の石炭灰を大きく

上回る強度発現が得られた。図中には同一屹燥密度にお

ける石炭灰 (Cao3%)の強度値を併記したが、今回用いた

一般灰のCaO含有率は25%と 石炭灰に比べてかなり高く、

これが図に示すような強度発現の違いをもたらしたもの

と思われる。

CaOの含有率以外にも原位置では、一般焼却灰の処分場

は陸上処分が主体であるために不飽和化のための地下水

位低下の措置を講ずる必要がないこと、撒き出し時の重
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機での転圧も行われているので、新たに密度増加を図る

必要もないなどの利点を指摘することができる。石炭灰

処分場よりもより効果的、効率的、経済的に地盤強度の

増加を達成できる可能性がある。

|

|  ″
▲ /

石炭灰(Cao=30男 ,常温,7日 養生 )

石炭灰(Cao=30%60℃ 、フ日養生 ) ▲

一般灰 (CaO=25%OO℃ 、7

一般灰Oao=25X常 温、7日 養生)

08       1       12      14      16
乾燥密度ρd(t/m3)

図-8 乾燥密度と一軸圧縮強度の関係

3.2 加熱による産業廃棄物焼却灰の有害物質不溶
化効果

石炭灰は極微量ながら、ホウ素、六価クロム、ヒ素な

どの有害物質を含有しており、また一般焼却灰において

も鉛の溶出の可能性が指摘されている
1)。 これら有害物

質の溶出を、加熱固化により生じた不溶性水和物により

不溶化できるか否かの検討を行つた。

試料としては、3.1で使用した石炭灰 (Cao含有率08%)

および一般灰 (Cao含有率25%)を 用いた。対象とした有害

物質は、石炭灰についてはホウ素、ヒ素、六価クロムを、

一般灰については鉛とし、熱固化前後での溶出量を調査

した。使用した供試体の諸元および試験結果をそれぞれ

表 3および表-4に示す。

表-3 供試体の諸元

50028606009― 冊

「

11028802010

―軸圧I縮強度
(kPa)

養生期間
日

養生温度
℃

含水比
(。/。 )

乾燥密度
(t/m3)

*溶出試験は環境庁告示46号に従つた。

表 4よ り、加熱固化によリホウ素、ヒ素、六価クロム、

鉛ともに、大幅な溶出量の減少が認められる。写真 1お

よび写真 2には加熱前後の試料のSEM像 を示すが、加
熱後には不溶性水和物の生成が認められ、これが有害物

質を封じ込めたものと推察される。有害物質の溶出につ

いては、加熱前の試料の中でも溶出傾向のばらつきが大

きく、今後、加熱による溶出防止効果について、幾つか

の異なる焼去口灰で確認を行っていく必要があると考えら

れる。

(力日熱前)     l力 口熱6日 後)
写真-1 石炭灰の SEM写 真 (× 3500倍 )

(力口熱前)

写真-2
(加熱6日 後)

一般灰のSEM写 真 (X3500倍 )

4.大型土槽実験による加熱効果の検証

41実験方法
実験で用いた模型土槽を図 9に示す。土槽は内径 lm、

高さlmの円筒型の鋼製土槽であり、この中に高さ70cmま

で飽和状態で試料を投入し、模擬地盤を作成した。模型

地盤には40cm間隔で吸水用の実験用のウエルポイント、

加熱用の棒状ヒータを設置し、地表面から20cmお よび

40cm下の土中に埋め込まれた熱伝対により地中温度を測

定した。また、試料にはCaO=0,7%、 19%、 3.2%の 3種類

の石炭灰を用い、計 3ケースの実験を行つた。実験の手

順を以下に示す。

① 非閉鎖型海面処分場を想定し、人工海水を満たした
土槽内に気乾状態の石炭灰を水中落下により堆積さ

せ、その後、10日 間放置した。その時の乾燥密度ρd

は0,97t/m3、 含水比は60%であり、実石炭灰処分場に

近い緩詰め状態を再現できた。

② 実験用のウエルポイントに負圧を発生させ、完全飽
不口状態の試料に吸水を行つて不飽和化を図る。吸水

を断続的に 1週間行い、この過程で含水比は47%ま

で低下した。

③ ウエルポイントを撤去し、同じ位置ヘカー トリッジ
ヒーター (以下、ヒーターと称す)を設置し、加熱

を開始した。なお、加熱中には外気温の影響をでき

るだけ避けるため土槽の周囲を断熱材で覆い、上部

をシー トで密封した。

④ 加熱終了後、土槽に再び水を供給し、地盤が完全に
水没した状態で7日 間の放置を行い、飽和化した。

①～④の段階毎にコーン貫入試験を実施し、地盤強度

を測定した。なお、カルシウム分の最も多いCao=3.2%

のケースでは、飽和後もコーン貫入が不能となつたた
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め、実験終了後にブロックサンプリングを行い、これ

を整形した供試体を用いて一軸圧縮試験を実施した。

○  実験用ウエルポイント又はヒーター
⑬  熱伝対
□ 簾 材

Xコーン貫入E式験実施位置
単位 :m

断熱材

図-9模型土槽の概要

42実 験結果
図 10は、模型地盤中央部 (A点 )、 ヒーター間の中間点

(B点 )、 土槽端部 (C点 )、 ヒーター自体 (D点 )の 4点

の加熱中の温度変化を時系列で示したものである。

デ

氏
c

「

「

′

B

「

「 A

|｀

・`
F::i:巨

D/

CaO-19%の 例

0   1   2   3   4   5
経過 日数 (day)

図-10 地盤内温度の経時変化

図よりC点では、外気温の影響を受け他の点に比べて温

度上昇量が少なく、最終的には外気温に対して平衡した

温度状態に収束したと考えられる。また、A点 とB点にお

いても加熱初期にはヒーターに近いB点が若千先に温度

上昇するもののほぼ同じ立ち上がりを示し、最終的には

周りの熱源で囲まれるA点の方が若千高い温度 (98℃ )に

至つている。このことから、実施工でヒーターを配置す

るに当たつて、ヒーターで改良対象地盤内の周りを囲む

事が効果的であることがわかる。また、逆に、ヒーター

で囲つている領域の外では地中温度が急激に減衰するた

め、加熱エリア外の周囲におよぼす影響は小さいと予測

できる。地盤内の温度上昇は 2日 で一定となり、その後

さらに 9日 間、土槽中心部 (A点 )が 80℃以上に保持され

るように通電を続けた。B点におけるコーン員入試験結果

を実験の各段階ごとにプロントした結果が図 11である。

コーン貫入抵抗値 (kPa)
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図-11 コーン抵抗貫入値の変化 (B点 )

図より初期状態 (①)、 吸水後 (②)にはほとんど強

度増加が無かったのに対し、80℃に達した後の 3日 後

(③)には大きく強度発現している。この時点の含水比は

43%であり、吸水後 (②)の 47%と さほど変わつておらず、

不飽和化の影響よりも加熱による固化作用
命の影響が支

配的になつているものと考えられる。更に80℃に達した

後 9日 目(④ )1こは最大5000kPaもの強度が発現している。

加熱終了後に再び水浸させると (⑤)サクションの解放
により強度は低下し、③の状態に至つた。しかし、同じ

飽和状態の初期状態 (①)と 比較すると、 10倍以上の
大きな強度増加を示す結果となつた。このことから、水

浸飽和後も加熱による固化作用が保持されていることが

わかる。図 121こ は加熱を終了し、完全に水浸させた後の

強度を測定位置別に比較した結果を示す。

コーン貫入抵抗値 (kPa)

500    1000   1500   2000 2500

01

（じ

和
雖

05

07

図-12測定位置による強度の違い

図 12で示した温度履歴の差が強度にも現れ、高い地中

温度であった地点ほど大きな強度を示し、完全飽和した
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後もその傾向が残存している。また深度方向で見ると、

土槽の中央部付近で強度が高まる傾向にあるが、これも、

土槽の上下端面では外気温の影響を受けて温度上昇が阻

害された結果と考えられる。図 13には、加熱飽和後にお

けるコーン貫入抵抗値の深度方向分布 (A点 )を各ケース

で比較した結果を示す。図よりCaoの含有率の多い石炭灰

地盤ほど貫入抵抗値が大となつており、前述した要素試

験の結果と符合している。A点位置のG.L.-35cm地 点から

サンプリングした試料の一軸圧縮強度とCao含有率の関

係を示したものが図-14である。この図からもCao含有率

が多いはど強度発現が顕者となることが伺われる。

0

コーン貫入抵抗値 (kPa)

1000        2000 3000

初期状態

図-13各ケース (CaO含有率の違い)による強度
の違い

①ヒーター防護管圧入

ヒーター自身が直接圧入に耐えうる強度を有してい

ない事、およびヒーターパィプの腐食の問題が懸念さ

れるため、圧入に耐えうるH鋼にヒーターを挿入でき
るさや管を一体化させ、これを事前に圧入 しておく。

②ヒーター挿入

③ヒーター加熟

所定の温度と期間でヒーターにより加熱する。

④ヒーター引き抜き

加熱終了後 (改良後)に ヒーターを撤去する。
⑤ ヒーター防護管引き抜き
そして、次のユニットに施工を進める。①～⑤の施

工を繰 り返し行い、処分場全体を徐々に改良してゆく。

なお、海面非閉鎖性処分場の場合には、シー トパイル

による仕切工やウェルポイントによる地下水位低下が

必要となる場合がある。

施エコス トの試算結果を以下に示す。施エコス トは施

工規模や工期によつて大きく異なるため、以下に示す条

件にて試算を行つた。

・施工範囲 ;縦 100m×横 100mの 10000m2の 面積、深さ

10mの範囲を改良する (図 15参照)。

・施工期間 ;約 4年2ヶ 月
・施エユニット,1ユニットの広さを縦20m× 横20mと

し、各ユニット毎に順次施工を行 う。

・加熱温度および時間 ;地盤の養生温度が80℃になる

ように力日熱し外気温は10℃ とした。また力日熱Π寺間は目

標の地盤温度80℃に上昇させる昇温時間を30日 、80℃

に保つ保温期を30日 とした。

本工法のコス トの大部分を占める電力量の算定方法を

以下に示す。

施工期間の総電力量Waは、地盤を所定の温度まで上げ

る期間 (昇温期)の電力量Vpと 一定温度で養生する (保
温期)Wsの合計となる(Wa=wp+Ws)。 また、昇温期およ
び保温期のいずれの場合も、施エユニットの境界面から

熟ロスを生じる。すなわち、昇温期の電力量WPは地盤の

温度を上げるための電力量Wuと 熟ロスを補 うための電力

量PLの合計となる (WpttWu+PL)。 一方、保温期の電力量Ws

は熱ロスを補 う電力量PLと 等しくなる (WttPL)。 以上によ

り、地盤温度を上昇させるための電力量Wuは以下に示す

式 (1)で算定したけ。

Wu=(V× ρ×C× △T)/(860× Tu)  (1)
ただし、V:地盤の改良体積 (m3)

ρ l地盤の比重 (kg/m3)

C:地盤の比熱 (Kca1/kg・ ℃)
ΔT:上昇温度 (℃ )
860:熱量を電力量に変換するための係数

lkwh三860Kcal

Tu:目 標の温度まで上げるまでの時間 (hr)

表面ロス量PLの算定式を式 (2)に示す。

PLES× L× Tk          (2)
ただし、Si表面ロスを生じる面積 (m2)

0

（Ｅ
）
和
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０ ４

０ ５

０ ６

０ ７

3

0       1       2       3       4
CaO含 有率(%)

図-14 CaO含有率と一軸圧縮強度の関係 (A点 、
GL.-35cm付 近 )

5施工法の検討とコス ト試算例

実処分場で地中加熱を行 う場合の施工法とコス トにつ

いて概略検討を行い、提案工法の実現性について考察を

加えた。コス ト試算に際しては、改良対象とする処分場

をある領域に区切つたユニット毎の施工を想定した。こ

れは、与えられた工期に応 じて、 1回に施工を行 う範囲
を限定し、初期設備費と使用電力量の低減を図るもので

ある。ユニット単位での施工の概略および順序を図-15

に示す。施工手順を以下に示す。
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L:単位面積当たりの熱ロス量 (kwh/m2)

Tk:保温時間 (hr)

なお、Lは前述した大型土槽実験における熱ロス計測デ

ータを基に同定した。また、今回の試算では熱ロスの最

大となる場合と最小となる場合の 2タ イプについて行つ

た (図 16参 RR)。 ただし、地盤は有限な広さをもつた連

続体であり、側面方向の熱ロスはほとんど無いと考えら

れるため、実際には熱ロス小のモデルに近いと思われる。

表 5に施エコスト試算結果を示す (前述の電気量の他、

ヒーターおよび防護管の材料費、打設、引き抜きに要す

る費用を計上している)。 表には熱ロスが大きい場合と

小さい場合の 2ケースについて示し、同条件での深層混

合処理工法の試算結果も併記した。本結果から、本工法

は既存の深層混合処理工法・ と比較すると6割～ 8割減

の施エコストとなり極めて安価であることがわかる。

①ヒーター防護管圧入 ②ヒーター挿入 ③ヒーター加熱

ノ
タ
＼

|

亜

藍) 証
―

④ヒーター引き抜き ―ター防護管引き抜き

表-5施エコス ト試算結果

5n60～ 1ク nぅo円 /m3深層涅合処理工法

1 0r】 rヽ 田/m3熱 ロス小
本工法 (地中加熱回化)

n lrう 0円 /m3熱 ロス大

柿 工塁 l而

6おわりに

軟弱かつ有害物質溶出の可能性を有するl、元存産業廃乗

物処分場に刈し、地中加熱により地盤の強度増加と有害

物質の不溶化処理を行う手法を提案し、その有効性につ

いて基礎的な検討を加えた。その結果、室内要素試験と

土槽実験により提案工法の有効性、経済性を確認するこ

とができた。特に近年問題となつている産業廃棄物一般

焼却灰に対しては、カルシウム分の含有量や現地処分場

の合水状態等を勘案すると、提案工法の適用性が高いも

のと思われる。本工法は処分場跡地の早期有効利用
へ役

立つことに加えて、夜問の余剰電力を利用することを前

提としているため、エネルギーの有効活用の面からも社

会に貢献する事が出来ると思われる。また、施工期間の

主要工程に '日 当する通電力日熱時には無人か
つ、無振動・

無騒音での施工が可能であり、環境面でも優れた手法で

あると言える。

本工法は、TフRし時点では基礎的な検討段階にあり、実処

分場での力口熱効果の確認や設計方法の検討、コス トの詳

糸Ⅲな検討、高温状態に対する施工中の安全管理の検討な

ど、多くの課題を解決し、本工法を現実化していく必要

があるものと考える。
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図-16 熱ロスモデル (最大と最小となる場合)


